
26,789,419
36,347,111
74,860,400

7,729,000
1,072,940

75,421
1,688,810

416,234
1,551,818
1,025,200

25,950,806
364,791

2,286,941
11,602,800
1,155,000
2,443,100

70,600
117,700

23,159,573
44,000,000

【営    業   利　　益】

53,106
【経   常    利　　益】
【特   別    損    失】

40,281
【税 引 前 当 期 純 利 益】
【法人税・住民税及び事業税】
【当  期  純  利　益】
【繰越利益剰余金期首残高】
【繰越利益剰余金期末残高】

13,299,021
2,955,805

10,343,216
23,543,507
33,886,723

    固定資産除却損 40,281

53,106
13,339,302

　　学校会計繰入支出 124,710,734
13,286,196

【営   業  外  収  益】
    受  取  利  息

    保　　全    費
    雑          費
    施 設 除 却 費
    減 価 償 却 費 

    賃    借    料
    業 務 委 託 料
    清    掃    費

    修    繕    費
    租  税  公  課
    損 害 保 険 料

    電    力    費
    水 道 光 熱 費
    消  耗  品  費

    人    件    費
    支 払 手 数 料
    通    信    費

      不動産賃貸料収入
      施設貸付料収入 137,996,930
【販売費及び一般管理費】

 【営   業   収   益】
    売     上     高
      受取手数料収入

  損  益  計  算  書
自  令和３年４月１日   至  令和４年３月３１日

学校法人 福岡大学 収益事業会計部門 (単位：円）



    （単位：円）

( 352,353,401 ) （ 20,808,957 ）

22,029,068 前  受  金 4,712,604

329,000,000 預  り  金 1,900

2,178 未  払  金 2,582,292

1,322,155 未払法人税等 3,894,784

( 489,631,273 ) 未払消費税等 9,617,377

   有形固定資産 ( 489,379,517 ) （ 0 ）

43,725,167

431,780,298 （ 20,808,957 ）

13,499,986 （ 821,175,717 ）

374,066 787,288,994

  利 益 剰 余 金 33,886,723

( 251,756 )

251,756 純資産の部合計 （ 821,175,717 ）

841,984,674 841,984,674資産の部合計  負債及び純資産の部合計 

器具及び備品

純　　資    産

土        地

     大学会計より元入金

   無形固定資産

　   施 設 利 用 権

固   定   資   産

   固  定  負  債

建        物

構   築   物

負債の部合計

流   動   資   産    流  動  負  債

現 金  預 金

有 価  証 券

立　 替　 金

前　 払　 金

貸    借    対    照    表

学校法人  福岡大学  収益事業会計部門

資   産   の   部 負  債  及  び  純　資　産  の  部

科           目 金       額 科          目 金       額

令和　４年  ３月３１日  現在



(注記事項)

重要な会計方針

　１　有形固定資産の減価償却の方法    平成１９年３月３１日以前に取得したもの　　旧定額法

    　　　　　　　　　　　　　　      平成１９年４月１日以降に取得したもの　　　　定額法

　２　無形固定資産の減価償却の方法　　定額法

　
　４　消費税の会計処理方法　　        税込方式

貸借対照表関係

　１　有形固定資産の減価償却累計額     623,761,031円

会計方針の変更

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当会計年度の期首から適用
し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見
込まれる金額で収益を認識することとしております。
　なお、この変更による影響はありません。

収益認識に関する注記

　「重要な会計方針」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　３　収益及び費用の計上基準

　      受取手数料収入は、主に、学生及び教職員への福利厚生並びにサービスを目的として行う自動販
　　　売機の設置及び物品販売に係る顧客との契約に基づき、当該販売に応じて契約時に定めた割合の手
　　　数料の入金時点で収益を認識しております。
        なお、不動産賃貸料収入及び施設貸付料収入については、貸手のリースに含めており、リース取
　　　引として処理しております。


